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不均衡累積と暴力的均衡化

置塩 信 雄

1. 問 題

景気変動の上昇局面も下降局面と同じく，不均衡の累積過程であり，その

中断と逆方向への不均衡累積運動の関始が恐慌である。上方にしろ下方にし

ろ不均衡の累積過程が逆転されることなく進行すれば，資本制の再生産は不

可能と なる。恐慌は上方への不均衡の累積過程を逆転させることによ って，

資本制の再生産を維持する役割をはたしている。

恐慌論はどんなもので、あれ，景気の上昇過程が不均衡の累積過程であるこ

とを理論的に示すものでなければならなL、。筆者は永年にわたってこのこと

を考えてきた1)。 本稿で再びこれを取り上げる理由は，これまでに得てきた

結論が，生産構造についてマルクスが再生産表式論で想定したように考える

場合にも妥当することを示すためで、ある。

2. 生産の時間的構造

簡単化のため，生産財，消費財をそれぞれ 1種類とする。生産財 1単位の

生産のために生産財を ab 労働を τb 消費財 1単位の生産のために生産財を

a2，労働をれだけ消耗しなければならないとしよう。

生産財，消費財ともに，生産期聞が 1期必要であるとする。すなわち，生

産財と労働の投入後 1期経たなければ生産物は現われなし、。したがって，第

1)拙著「現代経済学」筑摩書房 1977 第 2章， I蓄積論」筑摩書房 1976 第3

章 30
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t期における生産物は第 {-1期の投入によって先決されていることになる。

マルクスは彼の再生産表式論において，上述のよ うな想定の もとに議論し

ている。例えば，第 t期に供給される消費財に対する第 t期の需要は

(V1+ V2十 L1V1 + L1 VZ) + M K 1十 iV!K2

であるとしているのもこの想定があるからである。括孤で括った部分は第

t+1期に現われる生産物の生産に投入される労働に対する賃金である。つま

り，第 t期に雇用され賃金を支払われた労働によ って第 t十1期に供給され

る生産物が生産されるのである。

また，マルクスは剰余生産財の存在量が資本家の蓄積行動を規定している

ことを強調しているのも2¥ この生産の時間的構造の想定と密接に関係して

いる。すなわち，生産財については

X1=C1+ C2+L1C1+L1C2 

であるが，生産財の生産量 X1 と両部門の生産財補填量 C+C2は前期にお

いて先決されており ，今期にと っては所与である。したがって，今期の蓄積

量 L1C1+ L1C2はこれによって規定されざるをえないのである。今期の蓄積量

L1C1 + L1C2 を増加させる こと によっ ては今期の生産財の生産量を増加させる

ことはできないのである。

この点で，マルクスはケ インズと異なっている。マルクスのこの議論を援

用して，ケインズの投資乗数の理論に非難が浴びせかけられた3)。 ケインズ

においては，蓄積需要が増大すれば，それに応じて生産量が増大すると考え

られている。そ こでは，今期の生産量は前期以前の投入によって先決されて

いると L、う事情は考慮されていなし、。つまり，生産期間が無視されているの

である。筆者は今までの多くの論文において，ケ インズと 同様に生産期間に

2) r市場でのできごとは， ただ年間生産物の個々の成分の転換だけを実現するだけ

で，これらの成分を一つの手から別の手に移しはするが，年間生産物を大きくす

ること も，生産された対象の性質をかえること も出来なし、。だから，年間生産物

がどのよ うに使用されう るかは，総生産物そのものの構成によって定まるのであ

って，けっして流通によって定まるのではない。J マルクス「資本論」第 1巻第

7編第22章第 1節。大月版第2分間 p.7560

3)たと えば，富塚良三 「恐慌論研究Jr後編」第 4論文
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よる今期生産物の先決性ということを無視してきた。本稿の冒頭にも述べた

ように，このことを考慮したとき，筆者が主張してきた不均衡の累積性を示

すことができるかが以下での主要問題である。

本稿においては，固定設備は存在しないとする。したがって，生産財はす

べて 1回の投入によって完全に消滅する。固定設備の問題は，それ自身重要

なものであるけれども，本稿で取り扱う不均衡の累積性の問題を論じるため

には，それを考慮、に入れることは不必要な複雑な要因を入りこませることに

なるからである O

3. 市場の構造

生産の時間的構造について，前項のように想定する場合，今期の生産量 x

は前期の生産手段・労働の投入によって先決されている。他方，今期の市場

にあらわれる，この商品に対する貨幣ではかった名目需要が dとすれば，こ

の商品の今期の価格 ρは

ρ=djx 

であると想定しよう O

価格の決定の仕方についてこのように考えるということは，つぎのような

諸仮定が置かれていることを意味する。

(イ) 資本家は，前期に購入した生産財 ・労働は遊休させることなく ，すべ

て今期の生産物のために投入する。

(ロ) 資本家は，生産物を今期悉く販売し尽くす。価格が低L、からといって，

生産物の一部を販売せずに次期に持ち越すということをしない。

付 資本家は，今期にもちだす名目需要は前期末に決定しており，今期の

市場において，購入しようとする商品の価格が，高いか低いかによって，そ

の商品に対する名目需要を増減させない。

これらの諸仮定は現実的なものではない。実際，資本家は購入した生産財

・労働でも，これらをすべて直ちに生産に投入すると は限らず，その一部を

持ち越すこともある O また，生産した生産物の価格がひどく低い場合には，
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今期での販売をあきらめて製品在庫とし次期以後での販売に期待をかけるか

もしれなし、。また，資本家が今期にもちだす名目需要は前期末に決定してい

ても，今期の市場において，購入しようとする商品の価格が，高いか低し、か

によって，その商品に対する名目需要を増減させることは十分ありうる。

しかし，これらの諸仮定は以下の議論を簡単化し，木稿の主張点を明確に

するのに役立つのでこれを採用する。

4. 資本家の蓄積態度

マルクスはその再生産表式論においては，資本家の蓄積態度(投資態度〉

について次のように考えている。すなわち，今期の利潤を M とすると，資本

家がこのうち M.だけ個人消費にあてると，残余 M-M.だけを蓄積にまわ

し次期の生産拡大のための生産財や労働の購入にあてるという想定である。

この想定は再生産表式論の 1つの目的である「理想的」均衡状態を記述す

るのには有効であるけれども，本稿で取り扱おうとする不均衡状態の運動を

考察するのには，不適当である O 実際，労働者が賃金所得の全額を消費にあ

て， 資本家がこの想定のよ うに振る舞う場合には，社会全体の総供給は総需

要に常に一致し 「セイの法員IJJが成立すること になる。

また，この想定は今期に実現した利潤から今期の支出が行なわれると考え

られているが，ここ にも困難がある。 とい うのは，資本家の個人消費や蓄積

需要があらわれなければ今期の利潤は実現しないからである。だから，今期

に実現した利潤から今期の支出が行なわれるのであれば，その支出そのもの

が不可能である。一般に，商品社会において，諸商品が実現されるためには，

誰かが販売に先立って購入を行なうことが絶対に必要である。すべての人が

自分の商品が販売されれば他の商品を購入するとし、 う態度を取ったとすれば，

どの商品も販売されることは出来ない。すべての人が愛されたら愛しようと

いう態度を取るときは，一件の恋愛も成立しないのと同じである 4)。

資本制社会において， I販売に先立つ購入」を行ないうるし，行なわなけ

4) 1"蓄積論」第2章 p.133
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ればならないのは資本家階級である。賃金労働者は労働力の販売なしに生活

資料を購入できなし、。資本家は今期の販売による貨幣の流入を待つことなく

購入できる資金をもっている。手持ちの資金で不足であれば，借入ることが

出来る。銀行は「信用創造」によって通貨を増加させることが出来る。

以上の理由から，資本家は今期の利潤の うち消費しない部分だけ，次期の

生産拡大のための蓄積需要を行なうのではない。資本家は次期の経済状揺に

ついての予想、にもとずいて蓄積需要大きさと内容を考え，それだけの需要の

ために必要な資金を調達でーきるか否かを考慮して，必要とあらば借り入れを

行なって蓄積需要を決定する。この大きさは，繰り返しいうように，今期の

利潤の うちの消費されない残余で決められるわけで、も，前期の利潤のうちの

消費されない残余で決められるわけで、もない。

これらのことを考慮、して，資本家の生産財に対する需要を次のように想定

しよう。

zJ Z'-l = (z'-11 Z'-2) Cr，_Jr*)s s>U 

ここで zは生産財に対する貨幣ではかった名目需要である。添数はその需

要がいつれの期のものであるかを示す。例えば Z'-lは第 t-1期における生

産財の名目需要を示すo rは社会全体の利潤率であり ， 添数はその利潤率が

いづれの期のものであるかを示す。 r*は資本家が満足する利潤率である。

この想定について次のことを述べておくことが必要である。

げ) ここでの zは生産財に対する貨幣ではかった名目需要であって，生産

財の使用価値単位で‘はかった実質需要ではなし、。したがって zだけの需要

を行なっても，どれだけの使用価値単位で測った生産財が手に入るかは生産

財価格がどのようになるかに依存する。本稿で、は価格は前項で、述べたよ うに

決まるのであるから zがどのように大になろうとも，入手できる使用価値

単位で測った生産財は，前期の生産財 ・労働の投入で先決されている今期の

生産財の生産量に等しい。

(ロ) zは次期の生産拡大のための需要(蓄積需要=新投資需要〉だけでは

なく，今期の生産によって消耗した生産財の補墳のための ものをも含んだも
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のである。資本家は，次期の生産拡大のための需要と今期の生産によって消

耗した生産財の補填需要を別々 に行な うわけで、はなく ，両者を合計したもの

を需要するのである。

付 Zt/Zト lは第 t-l:J:自に比しての zの増加率に 1を加えたものに等しい。

したがって，上記のように想定するということは，今期のzを決定するに際

して，前期の前前期に比しての増加率を勘案して，今期の前期に比しての増

加率を決めると L、う方式を取るということである。もし，次期に予想される

状態が資本家にとって満足な ものであると考える場合には，前期の増加率を

踏襲して zを決定する O そうでない場合には，前期の増加率を加減して zを

決定するのである。

付 次期の状態のなかで資本家がもっとも重視すると考えられるのは次期

の利潤率である。これを資本家がどのように予想するかについて，ここでは

前期の利潤率が続くと判断するとした。今期の利潤率が続くと判断するとし

なかったのは，今期の利潤率はいま資本家が決定しようとしている需要がど

うなるかに依存しているからである。

休) 前期の利潤率より次期の利潤率を予想し， それが什を上回るか下回

るかによって Zの増加率を前期のそれよりも大にするか小にするかを決め

るのである。 それが H に等 しければ，前期の増加率を踏襲する。この規準

となる利潤率 f が何によ って決まるかについては本稿では立ち入らない。

村 上記のように資本家の生産財に対する需要を想定した場合，利潤率 r

がマイナスの値になったときには，この式は無意味になり妥当しなくなる。

生産財の需要について考えてきたが，次に労働の需要についてみよう。本

稿では生産技術の変化の問題は捨象する。そしてまた固定資本も捨象してい

るのであるから，資本家の労働需要量は次期生産のために入手で、きる生産財

の量によって決まる。すなわち，労働需要量 Nは

Nt=rZt/Pta 

である。こ こで，ム は生産財の価格 aは生産物 1単位生産するのに必要な

生産財 rは生産物 l単位生産するのに必要な労働を示す。
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生産財に対する名目需要がんで，生産財の価格が ム であれば，入手する

生産財の量はん/ρtである。これを投入して生産できる生産物はん/ρtaであ

る。これだけの生産物を生産するには，これにTを掛けただけの労働が必要

であるから，労働需要量 Ntは上記のようになる。

本稿では，労働供給の制限はなく ，貨幣賃金率は一定という想定のもとに

議論を進める 5)。

5. 簡単な場合の想定

複数の部門を考えることからくる複雑な議論を避け，議論の大筋を簡明に

理解してもらうために， 生産財でもあり，消費財でもある 1商品を想定しよ

う。そして，社会にはこの商品が 1種類だとしよう。この商品 l単位を生産

するために，生産財(実はこの商品〉を α単位，労働を でだけ投入しなけれ

ばならず，投入後 1期のちに生産物が現われると しよう。

この商品の価格を ρとすると，利潤率 rは

ρt=(l+yt)(aム十iW) (1) 

で決められる。ここで，ωは貨幣賃金率である。

価格 ρは

ム=(Zt+iXt+lω)jxt (2 ) 

で決められる。右辺の分子はこの商品に向けられた名目需要の合計である。

んはこの商品に向けられた生産財としての需要であり ，貨幣タ ームで測られ

た名目需要である。iXt+1Wはこの商品に向けられた消費財としての需要で

あり，貨幣タームで測られた賃労働者の消費需要て‘ある。X山は次期第 t+1 

期に現われる生産物の量である。したがって iX山はその生産のために今

期に雇用される労働量で，賃労働者はそこでえた賃金を全額今期に消費支出

する。資本家の消費は捨象する。

価格が(2)で決まると考えるのは，市場について次のように想定している

5)労働供給の制限，貨幣賃金率の変動を導入した場合の分析は次に発表する論文で

展開される。
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ことになる。今期の生産物 xは，前期の投入によって先決されている。他方，

この生産物に対して Z+rXt+1Wだけの名目需要がある。この名目需要であ

を全部買い切れる ように価格が設定されるとするのである。

繰り返し述べたよう に， 第 t+1期の生産量は第 t期の投入によ って決定

されるから，

Xt+1 =Zt/ρta (3) 

である。今期， 生産財を貨幣で測ってん だけ購入した。と ころがその価格

は ム であるから，結局入手できた生産財はん/Ptである。これだけの生産

財を投入して次期に生産できる生産量は，生産物 1単位あた り投入しなけれ

ばならない生産財は Gであるから，zjρρ である。

6. 均衡経路

さて，いま均衡利潤率を刊としようヘそして，貨幣賃金率 ωを一定と

しよう。すると，毎期， (イ)利潤率は均衡利潤率に等しい， (ロ)生産物はすべて

販売される，付購入した生産財はすべて投入されるとし、う諸条件を充たし続

ける均衡経路は( 1)~(3)によ っ て決定される O 実際， (2)と(3)より，

ム=Zt(l+τω/Pta)/Zt-Jρt-la (4) 

となるが，均衡利潤率が什で，貨幣賃金率 ωが一定のとき，(1)よりρは

一定となるから，上式は

Zt-l/a=Zt(l +τW/ρ*α〉

となる。ここで，ρ*は(1)で r=什とおいたときの ρの値である。 した

ヵ:って

ρ〉ニ (l+r勺(αρ*+rω〉

である。上式はこれを考慮すれば

Ztニ(1十r勺Zt-l (5 ) 

となる。それ故， ( 3)より

6)この資本家が満足する均衡利潤率の水準が何によって定まるかは，きわめて重要

な問題であるがここでは立ち入らない。
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x，=(l+rりんー1 (6) 

となる。これは生産量，雇用量，生産財購入量がいずれも一定率で増加する。

これが均衡経路て‘ある。

7. 不均衡累積過程

さて，この均衡経路から経済が3J6離したとき，すぐに復元力が働いて均衡

経路に復帰するのか，それとも，事離が増幅して不均衡の累積過程が生じる

のかという本稿の主題にとりかかろう。この問題にとって決定的なのは生産

に関する決定を握る私的資本家の蓄積態度である。

前項の均衡経路においては，資本家の生産財購入金額 zは，資本家の独自

な私的決定によるのではなく，均衡経路をたどるのに必要な大きさに決めら

れていた。しかし，私的資本家がそのような大きさの生産財購入を行なうか

どうかは先験的にいえるわけではない。そこで，資本制経済の動態を分析す

るためにはどうしても，資本家の蓄積態度(投資関数〉を考えなくてはなら

ない。

ここでは，第 4項で示した次のような資本家の蓄積態度を想定し よう。

Zt/ Zt-l = (Zt-rI Zt-2) (rt-rlrつs s>U (7) 

資本家がこのような蓄積態度をとるかぎり ，不均衡は累積してゆくことを示

すことは容易である。以下の便宜のため，

Zt/Zt-l=Gt 

と書こう 。すると ，(7)は

Gt = G'-1 (rt-rlr*)e 

となり ，(4)は

ρt/ムーla=(l+Wr/ρta)Gt

となるが，(1)よりこの式は

ρt(l + rt) =ρt-1Gt 

(8) 

(9) 

と書ける。経済の運動は(1)， (8)， (9)の3つの方程式で記述される。変

数は r，ρ，Gの3つである。この 3つの方程式に，ρ-1，G。の 2つの初期値を
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与えると，それ以後の r，ρ，Gの運動が決まる。実際，t-" Goが与えられる

と，(1)， (9)より，ρOJYO が決まり ，(8)より G，が決まるから，こうし

て決ま ったρ0，G，を新しい初期値として，同様の推理を行なう ことによって

以後の運動を知ることが出来る。

いま， ρ-1=ρ*とするとき， 経済の運動について次のよ うにいうことが出

来る o(1)初期値が Go=l+什 なるとき，Yt，ム，G，は以後常に不変で r*，t*，

G*の値を保つ。(ロ)Go>l+什なると き，rtJρ" G，は以後常に上昇を続け，

均衡値 r*，t*， G*から発散的に上方にヨ阿佐してゆく。付G。く1+げなると

き r"ρ"G，i土以後つねに下落を続け均衡値什，t*，Gキから発散的に下

方に事離してゆく。以下順に証明しよう。

(イ) Go=l+r*なるとき， (9)より

ρ。(1+ro)=ρべl+r*)

となるが，(1)より ρ(1+の は Iりだけの単調増加関数である。したがって，

TO=Tへまた(1)より ro=げである。それ故， (8)より G，=G*で，再び

G，ニ1+什となるから，同様にして r，=r*，lり，-ρへ G，=G*となる。

(ロ) Go>l+列 なるとき，(9)より

ρ。(1+ro)=ρ-IGO>ρべl+r勺

となるが， ρ(1+めは ρだけの単調増加関数であるから，ρ。>ρ*である。

また，(9)より

Go=ρ。(1+ ro)/ρl 

であるが， ρ。/ρ-1>1であるから，Go>l+r。である。また(1)より ro>刊

であるから， (8)より G1>G。で，次期の初期値は再び G，>l+r*となる。

以下同様にして r，>r'-bム>ム-b G，>G'-1となる。 Goくl+r*なるときに

ついても同様の推論で付を証明することができる。

いま，当初 ム-1および G，が均衡値ρへ1+げであったとすれば，価格も

利潤率も生産財に対する名目需要の増加率 Cも均衡値を取りつづけ，均衡経

路をたどることになる。ところが，今度はρト i が均衡値を保っているのに，

なんらかの理由で G，が均衡値より上方にヨ)E離したとしよう。すると，うえに
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述べたよう に，価格，利潤率，生産財に対する名目需要の増加率は発散的に

上昇を続けてゆくことになる。よく言われる「投資が投資を呼ぶ」という現

象が起こるのである。すなわち，上方への不均衡の累積過程である。そこで

は，労働の雇用量も加速的に増大し続ける。というのは，労働投入係数 Tが

一定であるから，雇用量の増加率は生産の増加率に等しし、。生産の増加率は

(3)， (9)より

Xt+JXtニ Zt!Zt-l・ρt-Jρt=l十rt

であるが，利潤率 rは増大し続けるからである。また，貨幣賃金率が一定で

あるのに，価格が上昇し続けるから，実質賃金率 ω/ρは低下し続ける。

下方への累積過程については，当初の不離の方向を逆にすれば3 同様の推

論が成立する。 以上によ って，簡単な l部門の場合について， 生産のマルク

ス的時間構造を考慮したときにも，不均衡の累積過程が生じることを示した。

生産について α=0.5，，=1。貨幣賃金率 w=l。均衡利潤率 什 をO.1。反

応係数戸を0.05とすれば，初期値を

ZO/Z-l二 1.1+0.01，r=O.l 

とすると ，経済の運動は第 1表のようになる。この場合の均衡成長率は0.1，

均衡価格は2.444である。

期|利 潤率|価 格 |実質賃金率|成長率

O o. 103 2.460 0.407 0.110 

o. 106 2.473 0.404 0.112 

2 o. 109 2.487 0.402 0.115 

3 o. 112 2.504 0.399 0.119 

4 0.116 2.525 0.396 o. 126 

5 o. 122 2.553 0.392 o. 134 

6 o. 129 2.591 0.386 0.145 

7 0.138 2.640 0.379 0.160 

8 o. 150 2. 706 0.370 0.179 

9 0.165 2.793 0.358 0.203 

10 0.185 2.907 0.344 0.233 

第 1表
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8. 2部門分析 :均衡経路

言うまでもなく ，マルクスの再生産表式論は，生産について生産期聞を重

視すると L、う特徴をもつだけではなく ，生産財，消費財を再生産把握の観点

から区別して分析する 2部門分析である。前項では 2部門分析にともなう複

雑さを回避するために，この点を無視してきた。これを考慮、にいれたとき，

やはり， 不均衡の累積を検出できるであろうか。この問題に入る前に，前項

と同様，均衡経路を確定しておかねばならなし、。その際，前項と同じく，貨

幣賃金率は一定であると し，資本家の個人消費は捨象する。

まず，利潤率の定義から始めよう。生産財，消費財部門の利潤率 Y1，ycは

ρ1t = (l + Y1t) (a1T1t +ωτ1) (10) 

ρ，，= (l + y，，) (a2ρ1t+Wて2) (11) 

できまる。ここで， ム，ム は生産財，消費財の価格である。

次に，価格の決定についてみよう。前項と同様， 生産量は前期の生産財・

労働の投入によって先決されている。今期に現われる需要金額でこの生産物

が全部販売し尽くせるように価格が形成されると

ρlt= (Zlt十Z2J/X1，

ρ2t=ω(-，品 川1+τ2X2山 )/X2t

(12) 

(13) 

で ρ1>ρ2は決まる。ここで，前項のよう に zは生産財に対する需要価額，

xは生産量を示し 1， 2の添数は生産財，消費財を示す。

前項と同じく ，今期の生産量は前期の投入量によ って決まるから

X1t= 21日 /ρlt-la1

X2t=Z2t-1!ρ1t-1a2 

である。

(14) 

(15) 

以下の便宜のため， (1 2)~ (1 5)の運動方程式をやや書き替えてお こ う。

ρ1t=(G1t+G2，/Hト 1)α品目 (16) 

ρ2t=W(τ1G1tH'-I/a1 +'2G2t!a2)aZT1卜 Jρ1t (17) 

H，=G1tHt-1/GZt (18) 
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ここで¥

G" = Z，，/ Z"-I' G2t = Z2t/ Z2ト 1，H，-I=Z"-I/Z2t-l 

である。 H は部門比率である。

両部門の利潤率について，r1t=r2t=げとすれば，(10)， (11)， (16)~(18) 

の5式で， ρlt，T2t， G1t， G2t， Htの運動が決まる。什 は均衡利潤率である。

このとき，ρlt，ρ2t，G1t. G2t， Htが毎期一定値をとり続ける。

いま，r1t=r2t=刊であるから，(10)， (11)より t"，T2tは一定となり，

その債は

Tl*= (l+r勺(αITl北十W'I)

ρ2*= (1 + r勺(α2Tl*+ωτ2)

できまる。

ρ1l==ρl*，ρ2t=ρ2*であるから，(16)， (17)より

a1(G1t十G2t/Ht-1) = 1 

R*(τlG1tHト 1/α1+ '2G2t/α2)=1/a2 

をえる。ここで，

R*=w/.ρJ 

で，均衡実質賃金率である。(18)を考慮すれば，この 2式は

a1(Ht+ 1)G2t=Ht-1 

R*G2t().IHt + 22) = 1/a2 

となる。こ こで，

21='1/α1， J..2=r2Ia2 

で，有機的構成を示す。両部門の有機的構成が等しく

21=22=)， 

であれば，上の2式より

Ht-l =aJa22Rネ

(19) 

(20) 

(21) 

(22) 

となり，部門比率H は一定となる。両部門の有機的構成が等しくなく ，21キ

んである場合には，上の2式から G2tを消去すると

Ht=(α2Ht-li.2R*-al)/(alーのHt-1i.1R*)
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をえる。この Hに関する定差方程式は，

。2ArR*H2+(α2A2Rヰ-a1)H-a1=0

で決まる均衡値 H*をもつが，初期値がこの均衡値より事離している場合に

は Htはプラスであり続けることはできなし、。したがって， 利潤率が毎期

げであり続けるためには部門比率Hは均衡値 H*でなければならなし川。

部門比率Hが不変であるためには，(18)より Gj=G2でなければならない。

この Cの値を G*としよう。 (21)， (22)に G，ニGヘH=H*を代入して，

H*を消去してえられる式

(l-a1G勺(l-'2R*G勺-a2'rR*G同 ニ O

で G*は決まる。ところが， (19)， (20)より ，Pl* /.ρJを消去してえられる

式は

(l一向(l+r勺)(l-'2Rべ1+ r*))-a，τrR*(l+r勺2=0 (23) 

であるから，両者を比較して

G*= 1 + r* 

であることが分かる。 H*は(21)より

H*=arG*j(l-a1G勺

である。

(24) 

以上のようにして，毎期，利潤率が均衡利潤率であり続けるには，諸商品

価格，両部門の生産財に対する名目需要の増加率，部門比率が(19)，(20)， 

(23)， (24)で与えられる値をとり続けなくてはならないこ とが分かった。

9. 2部門での不均衡累積過程

この均衡経路から，なんらかの理由で恭離したとき，その後発散的な不均

衡の累積運動が生じるかどうかを考えよう 。その際，もっとも重要な役割を

はたすのは資本家の蓄積態度がどのようであるかである。

部門聞の問題を捨象した簡単な場合に想定したと 同様な資本家の蓄積態度

を想定しよう。

7)拙著「マルクス経済学 IIJ筑摩書房 1987 第 1章第 3節 pp. 56~57 
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Zt/ ZH  = (Zt-，j Zt-2) (rト ，jr勺s s>O 

Zlt! Zt = (Zlt-l/ Zt-l) (rlt-l/rトグ α>0

Zt+I=Zlt+1十 Z"+I

(25) 

(26) 

(27) 

15 

ここで Zは両部門の生産財に対する名目需要の合計である。 Zbんは生産財

部門，消費財部門のための生産財に対する名目需要である。

(25)は両部門の生産財に対する名目需要の合計の決定の仕方を示している。

すなわち，前期の増加率 Zt-1/Zt-2を基準として， 前期の社会全体の利潤率

Yt-Iが資本家の満足する利潤率 什 より高いか低いかを考慮して加減する こ

とによって今期の前期に比しての増加率 Zt/Zt-1を決定する。社会全体の利

潤率 rは

r= (r1h+η)/(h+ 1) (28) 

で定義される。ここで，hは両部門の資本比率であり

h=(a1ρ1十 τlω)x，j(α2ρ1+ 'l"2W)X2 (29) 

である。

(26)は両部門の生産財に対する名 目需要のうち，どれだけの割合を生産財

部門のためのものとするかを示す式である。前期における zに占める ZIの

割合 Z1t-1/Zt-lを基準として，前期の生産財部門の利潤率 rlt-Iが社会全体の

利潤率より高いか低し、かを考慮して加減することによって今期の割合 Zlt/Zt

を決定する。

消費財部門のための生産財への名目需要んは Z とんが決定されている

から (27)によって決まる。

経済の運動は (lO)~ (l 5) ， (25)~ (29) の 11の方程式で記述される。変数は

r1， Y2， r，ρ1，ρ2， X11 X2J Z11 Z2， Z， hの11個である。これに，

Z山 Z20，Zト 1.Z2-11ρ1-1， r1-b r2-1 

の7つの初期値を与えると，以後の運動が確定する。

実際 ZI-1，Z2-11 Tl-lが与えられると，(14)， (15)から X10，X20がきまる。

ところが ZlO， Z20が与えられているから， (12)より ム。 がきまる。この Pl0

と X10および与えられた Z10，Z20で(13)より P20がきま る。ρ10，ρ20がきまる
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と(10)，(11)より T山 r20がきまる。すると，(28)， (29)より r。がきまり ，

Z山 220が与えられているから，(27)より z。がきまるから，(25)より ZIがき

まる。すると ，(26)より ZIIが， (27)より Z21がきまる。こうして，

Z111 ZZb Z山 220，ρ山 Y山 1'20

がきまるから，いま と同様にして次々に運動が規定されてゆく 。

以下の便宜のため， OO) ~05) ， (25)~(29)の運動方程式をやや書き替え

て再掲しておこう。

ρItニ (1+ 1'tt) (alPlt + WτJ 

P2t = (l + 1'2/) (a2ρtt+Wτ2) 

ρIt= (Glt+G2t/Ht-l)alρlt-l 

ρ2t=W('lG1tHt_t!al十円G2t/α2)α2PIt-t!ρ1/

Gt+1 = Gt (rt_1/1'*)s 

GIt = Gt (rlt-t!1't_l)a 

Ht=GltHt-t!G2/ 

Gt= (GltHt-l + Gu)/(Ht-I + 1) 

1't= (rltht + 1'2J/(ht + 1) 

ht=(a1ρ1t + w'l)a2Ht-t!(α2ρIt+Wτ2)al 

(30) 

(31) 

(32) 

(33) 

(34) 

(35) 

(36) 

(37) 

(38) 

(39) 

ここで， Glt= Zlt/ZIト t.GU=ZU/Z2t-1> Gt=Zt/Zt-l' Ht-I=Zlt-t!Z2t-1である

この場合には，初期条件は G10，G20， h-t.ρ-1， r1-b Y2-1の6つを与えればよ

い。いま，初期値が前項でみた均衡値て、あり

G1o=G20=1+什，H_I=Hぺρ1-1=PI*'1'1_1=1'*， 1'2-1=1'* 

であるとしよう。このような初期値から出発すれば，資本家が(25)，(26)の

よう な蓄積態度をと ったとしても，経済は均衡経路をたどる。

実際，(24)を考慮すると

(G10 + G20/ H_1)a1 = 1 

であるから， (32)より ム。=PI-1=ム*となる。 したがって， (30)より rw

=刊。また(24)，(23)を考慮すると

W('lG10H_t!α1 + '2G20/a2)a2=ρ2ネ
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であるから，(33)より 九。=ρJ である。それ故(31)よ り rzo=戸、
他方，rJ_J=rト J=什 であるから，(38)より r_J=げ。それ故，(34)より

GJ=Go=l+r*。また，rJo=rzo=ro=〆であるから， (35)より GJ1=G10

したがって， (37)より GlI=GzJ=G，=l+r*o Hについては G，o=Gzo，

Gll=GZ1 であるから，(36)より H，=Ho=H_，=Hオである。このようにし

て，

Gll=G2，=1+r*， Ho=Hヘム。=ρ1へr，o=r20=r'"

となるから，以下同様にして，均衡経路をたどるこ とになる。

10. 不均衡累積過程の数値例

さて ， 不均衡の累積の問題に移ろう。 (30)~(39)で規定される経済の運動

を， 均衡初期条件ではない初期値から出発させて，一般的に分析するのは困

難である。それ故，以下のよう に特定値を与えて数値分析を行なお う。

a，=a2=0. 5， r，=r2=1， w=l， r*=O.l， s=O. 5，α=0.5 

と特定 しよう引。 すると，均衡経路では (19)，(20)， (23)， (24)より 丸木=

期 | O 1 2 3 4 

r， o. 104 o. 109 0.089 o. 129 0.595 

rz 0.095 0.089 0.249 0.545 -0.751 
y o. 100 o. 100 o. 156 0.279 -0.237 

ρ1 2.467 2.489 2.389 2.593 7.887 

ρ2 2.444 2.444 2.742 3.549 1. 233 

Gj 1. 110 1. 167 1. 228 0.828 1. 129 

Gz 1. 110 1. 040 0.949 2.383 3.053 

G 1. 110 1. 110 1. 110 1. 388 2.319 

H 1. 222 1. 222 1. 371 1. 774 0.616 

第2表

8)両部門の生産の有機的構成は等しいとしている。複雑さをさけるためには，まず

この想定からはじめるのがよい。 τυ 1"2をlとしたのは本質的なことではない。

生産財，消費財の使用価値単位をそのように選べばいい。
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ρ2*=2.444， G，・kニ G2* = 1. 1， H* = 1. 222となる。初期値と して

G，o=G2o=1+什+0.01，H_，=Hへρ1-1=ρ1*'r1-1=r2-1=y* 

を与えよ う。すなわち，なんらかの理由で第O期に，両部門の生産財に対す

る名目需要の前期に比べての増加率が均衡値より同じだけ大きくなったとす

る。それ以前の経済は均衡条件を満たしていたとする。

この ような初期値から出発した経済の運動は第2表のよう になる。

ここで rは全部門の利潤。 Cは両部門の生産財に対する総名目需要の前期

のそれに対する比率。 Hは前期のん/Z2であるが，この数値例では a，=a2で

あるから，今期の生産量の部門比率引/X2に等しい。

この表をみると，不均衡ははじめ生産財部門の先行によって上方に拡大し，

やがて消費財部門の利潤率の著しい低下によって終末を迎えることが読み取

れる。各期の経済状態の変化を順にみていくのであるが，そのまえに消費財

価格，利潤率および生産財価格についての若干の理論的関係をみておこう。

まず，消費財部門をみよう。 (33)で αJ=a2=0. 5， "='2= 1， w= 1とする

と(この数値例ではそう想定している。)，この式は

ρ21= (G"H，_， + G2，)ρ"-，/P，， 

となるから， (32)を代入すると

ρ2，=2H，_， (A) 

となる。実際，第 2表をみると，各期の Hに2を掛けるとその期のあがえ

られる。このことの経済的意味は次のようである。消費財の価格は今期の消

費財の生産量んと次期の生産のために雇用される労働者の名目賃金によっ

てきまる。貨幣賃金率は一定と想定しているから，労働者の名目賃金総額は，

次期の生産の大きさによ って決まる。ところが，次期の生産の大きさは，

今期に入手して投入した生産財の大きさに依存する。しかるに，今期入手で、

きる生産財の量は今期の生産財の生産量約に等しし、。この X，で生産できる

生産の大きさは x，/αで， そのときの労働の雇用量は !"X，/α，名目賃金総額は

wτx，/αである。し7こがって，

ρ21=ωτx，，/ax2t=ω，H日 /α



不均衡累積と暴力的均衡化 19 

となる。ここで，a，ニ a2=α=0.5で "='2=，=1，wニ lであることを考え

れば， ρu=2Ht_，となる。すなわち，消費財価格は消費財生産量に対する生

産財生産量の比に比例する。

次に，全部門の総利潤率についてみる。社会全体の利潤率は，いまの想定

のもとでは，a，=a，=a， '1="='だから，

r=(ρ山 +ρ2X2一(σρ，+ωr)(x，+x，))/(aρ，+wτ)(x，十x，)

と定義される。分子の総利潤は

ρ，(x， α(x，+x，))+ (ρ尚一ωτ(x，十x2))

であるが，上掲の ρ2=ω，xJax，を考慮すると

(αρI+Wτ)(x，-a(x1+x，))/α 

となるから，結局，利潤率は

r=(x，一α(x，+x2))/α(x，十x2)

で，利潤率は剰余生産財率に等しい。さらに，この式は

r=(H-a(H+l))/α(l十H)

と書ける。ここで，Ht-，=x，，/X2tニ Zlt-llZ2ト 1である。 利潤率は生産量の部

門比率によ ってきまる。そ して，利潤率は部門比率 H の増加関数である。

いま，想定している Gニ 0.5を代入すると

r=(H-l)/(l+H) (B) 

である。

最後に，生産財価格についてみよう。 (3わから

Plt/ρIt-l-α(G"H日 +G2t)/Ht-1

であるが，両部門全体の生産財に対する名目需要の増加率は(37)より

Gt= (G，Ht-l + G2t)/(Ht-l + 1) 

であるから，

ρlt/ρ，t-l =aGt(Ht-l + 1)/Ht-1 (C) 

となる。すなわち，前期に比して今期の生産財価格がどうなるかは，部門比

率 Hと両部門全体の生産財に対する名目需要の増加率 Gvこ依存する。Gが

大なるほど，Hが小なるほど生産財価格は高く なる。
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11. 不均衡累積とその挫折

さて，以上の準備の上で，まず，第O期に注目しよう。 G"G2は 均 衡 値

l.1より 1%だけ上方にヨ]6離している。両部門の生産財への名目需要は均衡

増加率よりも大きく増加している。生産財のこの期での供給量は前期の投入

で先決されているから，生産財価格は均衡値2.444より約 1% (厳密にはl.11

/l. 1-1=0.91%) 高い2.489となる。 (C)におい Hは前期で均衡値に決ま

っているのに，Gが均衡値以上に大になったため，ρ，t/P，t-，が 1より大とな

り，生産財価格が騰貴したのて、ある。 (30)より，生産財部門の利潤率は均衡

利潤率o.1よりも高く O.104となる。

消費財部門をみよう 。(A)でみたように，消費財価格は部門比率 H に比

例するが，部門比率は前期の投入によ って先決されているから，消費財価格

は変化せず2.444とし、う均衡値に留まる。

消費財価格が均衡値であるのに， 生産財価格は均衡値よりも高L、から，消

費財部門の利潤率は均衡値 O.1よりも低く 0.095となる。

社会全体の利潤率は， (B)より部門比率によって一義的に、決められる。と

ころが部門比率 H は前期の投入によって先決されているから，社会全体の

利潤率は変化せず均衡値O.1を保つ。

第 l期には，どのよ うな変化が生じるであろうか。第O期には両部門とも

生産財に対する名目需要の増加率は0.11であったが，生産財部門の利潤率は

上昇し，消費財部門の利潤率は下落したので，第 1期には生産財部門の生産

財に対する名目需要の増加率 G，は0.11より大きく O.167となり ， 消費財部

門の生産財に対する名目需要の増加率 G2は0.11より 0.040と低くなる。両

部門全体の生産財に対する名目需要の増加率 G は社会全体の利潤率が第 O

期には均衡水準であ ったから，0.11を保つ。

第 O期には両部門とも生産財に対する名目需要の増加率は0.11であったか

ら，第 l期の部門比率 Hは第 O期のそれと 同じl.222を保つ。したがって，

(A)， (B)より，第 l期の総利潤率 r，消費財価格 九 は第 O期と同じ高さと
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なる。

生産財価格についてみよう。第 O期と比べて Hは同じで Gも変わら

ない。それ故，(C)より ρ11/ρ10は ム。/ム-1と変わらないこと になる。すで

にみたように，ρ10/ρ1-1は約1.01弱であったから， ρ11/ム。もそれに等し くな

る。生産財価格は第 O期の2.467から2.489に上昇する。

生産財価格の上昇によ って生産財部門の利潤率は上昇し， 0.104よりO.109 

になる。消費財部門の利潤率は，生産財価格の上昇にもかかわらず，消費財

価格が不変であるから低下 し，0.095から0.089となる。全部門の利潤率は上

に示したよう に第O期と変わらない。

第 2期はどのような変化が現われるであろうか。まず，前期において生産

財部門の生産財に対する名目需要の増加率は消費財部門の生産財に対する名

目需要の増加率よりも大であったから，今期 の 部門 比 率 Hは 1.222より

1. 371に上昇する。その結果， (A)より消費財価格は 2.444より 2.742へ，

(B)より総利潤率は O.1より O.156へと上昇する。生産財価格については，

(C)より Cと H の動きをみればよい。 H は既にみたよう に， 第 1期に比

べてかなり上昇している。こ とこ とは生産財価格の引き下げに働 く。 他方，

前期において生産財部門の利潤率の上昇によって G1 は増大し，消費財部門

の利潤率の低下によって Gzは減少したが Gは1.11は変わらない。 G，H 

のこのような動きの結果，生産財価格は2.489から2.389へと下落する。

このため，生産財部門の利潤率O.109から0.089へ低下する。 消費財部門で

は生産財価格が低下しているのに，消費財価格は上昇したので‘あるから，利

潤率が0.089からO.249へと大幅に上昇する。

第 3期に移ろう。第 2期において G1>G2であったから，第 3期の H は

第 2期の H より も大きくなり ，1. 371から 1.774となる。その結果，(A)よ

り消費財価格は2.742から3.549へ，(B)より総利潤率はO.156からO.279へと

上昇する。

生産財価格については，Hが大きくな り生産財価格を押し下げる働きをす

るが，他方，両部門の生産財に対する名目需要の増加率を示す Gが1.110か
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ら1.388へと大きく増大しているため，(C)より生産財価格は 2.389から

2.593へと上昇する。 これは，前期において消費財部門の利潤率が上昇した

ため，C2が C1の低下を相殺して余りがあるほ どに増大したからである。

生産財部門の利潤率は生産財価格の上昇の結果，上昇する。消費財部門の

利潤率は生産財価格の上昇にもかかわらず，消費財価格のそれを上回る率で

の上昇の結果，これまた上昇する。

第 O期から第 3期に至る聞は，一貫して次のことがつづいてL、る。

(1) 生産財部門の消費財部門に対する部門比率 Hの増大。

(2) 両部門をふくめた総利潤率 rの上昇。

(3) 両部門をふ くめた生産財に対する名目需要の増加率 Gの増大。

(4) 消費財価格ム の上昇。貨幣賃金率 ω一定を想定しているから，実質

賃金率 w/ρ2の下落。

この事態は第 4期に入って一変する。

第 4期の部門比率 H は，前期で C1くC，であったから，第 3期に比して

低下し1.774から0.616となる。その結果，(A)より消費財価格は 3.549から

1. 233に急落し，また(B)より総利潤率もO.279から 0.237に鋭く 低下する。

生産財価格については，(C)より部門比率 H の低下が生産財価格を押し

上げるだけではなく ，前期において両部門ともに利潤率が上昇したのを受け

て，両部門の生産財に対する総名目需要の増加率を示す Cが増大している

ため，生産財価格は急騰し2.593から7.887となる。生産財部門の利潤率は

O. 129から0.595へと激増する。

消費財部門では，生産財価格の急騰，消費財部門の急落によって，利潤率

は0.545からマイナスO.751へと激減する ことになる。総利潤率が 0.279から

マイナス0.237に鋭く低下したのもこれによっている。

われわれの本稿て‘の想定て‘は，(34)， (35)から分かるように，ある部門の

利潤率がゼロまたはマイナスになる と，その部門の資本家は次期の生産のた

めに生産財を購入しないヘ したがって，第 4期の消費財部門の利潤率がマ

イナスなのであるから，次の第 5期には消費財の生産量はゼロとなる。そこ
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で，上方への不均衡の累積過程は挫折する。

12. 反転の諸契機

上に示した数値例で、は，上方への不均衡累積過程は，生産財価格の上昇に

よる消費財部門の利潤率の急激な下落と L、う事態によって挫折した。しかし，

上方への不均衡累積過程はこのような契機によ ってのみ挫折するわけではな

い。本稿では，労働供給の制限や貨幣賃金率の変動などの要因は捨象されて

いる。それでも，上方への不均衡累積過程は上例のよ うな生産財価格の上昇

にる消費財部門の利潤率の急激な下落とし、う事態のほかに，生産財部門での

利潤率の急激な下落による挫折， 実質賃金率の急激な下落による挫折という

2つの場合がある1010

生産財部門での利潤率の急激な下落による挫折。s=O.l，α=1とし，他の

パラメーターはすべて前項のままとすると，表3のよう になる。

期 | O 1 2 3 

r， O. 104 O. 109 0.064 -0.044 

r2 0.095 0.089 0.451 2.029 

r O. 100 O. 100 0.216 0.487 

ρ1 2.467 2.489 2.273 1. 832 

ρz 2.444 2.444 3. 101 5.802 

G， 1. 110 1. 227 1. 358 O. 169 

G2 1. 110 0.967 O. 726 4. 184 

G 1. 110 1. 110 1. 110 1. 199 

H 1. 222 1. 222 1. 550 2.901 

第 3表

第 2期に生産財部門の利潤率が低下し，第 3期にはマイナスになったのは，

生産財価格 ム の低下による。(30)から分る ように，生産財部門の利潤率 引

的 資本家の生産財に対する名 目的需要関数(34)，(35)における零は偶数ではないと

する。

10)上方への不均衡累積過程の反転の諸契機については，1"蓄積論」 第3章 3参照。
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は生産技術，貨幣賃金率 wが所与であるから，ρ1だけの増加関数であると

ころがム の上昇率は第10項(C)で分るように， GとHできまる。第 2期は

第 1期に比べて，Gは同水準であるが，部門比率Hは大となる。その結果

ム は下落する。第 3期は第 2期と比べて Gも増大するけれども，部門比

率Hが著しく増大するために生産財価格ムは大きく下落し，生産財部門の

利潤率 r，をマイナスにしたのである。

実質賃金率の急激な下落による挫折。戸=0.01，α=0.01とし，他のパラメ

ーターはすべて前項のままとすると，表 4のようになる。実質賃金率 R=

肌少2 は一貫して低下しつづける。ある限度以下に実質賃金率が低下す ると

再生産が不可能になり，上方への不均衡の累積過程は挫折せざるをえなくな

る。

表 4に示された過程で注意すべき点は，生産財部門も消費財部門もともに

利潤率が上昇する過程であることである。



不均衡累積と暴力的均衡化 25 

ヲ
臼
ヲ
臼

R
u
n
u
o
o
p
b
q
d
Q
O
ヮ“

λ
1
R
U
F
O
マ
'
a
u
n
u
つ
d

勾

d
q
d
Q
J
伝

U
4・
今
ゐ

nu
。
。
マ

'
n
b
p
b
F
b
po
o
o
t
t
pb
ハ
υ
ヮ
，
「

3
4・
Fb
マ
'
IE
7・
只

UFO
ヴ
'
ヲ
白
。

d
o
d
守
J
w
n
U
9
b
Q
O
O
O
A
T
マ
'
F
O
q
d
o
o

2
2
2
3
3
4
5
5
6
6
6
6
6
6
7
7
7
8
8
9
0
1

2
2
3
4
5
6
7
8
0
1
3
4
6
8
0
2
5
7
0
3
6
0
3
7
2
7
2
7
3
0
7
5
4
3
 

ワ

u
ヲム

96
ヲ

u
ヮ
“
。

ι
フ
臼
う
ん
ヲ

u
ヲ
臼
ワ

M9&
ヲ

u
ヲ
臼
ヲ

U9ω
ヲ
臼

qb
ワ
臼
ヲ

uqd
今
d
守
d
q
u
守
d
守
d
q
d
qd
qd
マ

U
AT
AaA1
ATAT
組崎

aRd
Fb
F
b
R
U
F
U
F
b
p
b
マ
，
マ

d
マ
'
O
O
Q
O
O
J
a
d
n
U
司

S
1・
ヲ
白
内
ふ

AY

H

一
一

-

一

一
一

-

-

一

-

一
一

-

-
-

F
-

-
-

-

-

-

-

-

-

e

e

-

-
-
-
守

-

-

-

-

-

-

-

-
-
-
-
-

-

1
1
1
1
1
1
1
1
l
l
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
2
2
2
2
2
2
 

0
0
0
0
0
1
2

3

5

7
8

0

2
4
5
7
0
2
4
7
0
3
6
0
4
8
3
8
3
8
4
0
6
3
0
8
6
5
4
4
4・
4
6
8
0
3
7
1
6
2
9
6
4
3
3
3

1

1
1

1
1

I

l

l
-
-
1

・1
2
2
2
2
2
3
3
3
3
4
4
4
5
5
r
b
6
6
7
7
8
9
9
0
1
1
2
3
4
5
6
7
8
9
1
2
3
5
6
8
9
1
3
5
7
9

ta
-
-
-
a
1
1
1
4
1
4
1i
'
1
1
i
I
A
T
-
-『

1
1
T
I
T
L
T
A
T
A
T
-
T
i
y
A
1A
T
A
Tι
?
A
T
-
-
A
、
i
'A
'
i
'
a
y
a
T
ι
'A
9
b
ヲ臼

969iU949'U
9白
qL
ワ
白
。
，U
9“
マ

d
q
d
つ
d
守
d
守
dqu?JUA.
‘t
A-HT
バー

G

-

-

-
一

一

一

一

-

-

-

-

一

一

-

e

-

-

-

-

-

-

一

-

-

-

e

-

-

-

e

F

-

-

-
-
-
-
-

，

.

.

 

，

.

-

e

-

-

-

-

-

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

1

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
 

Qdod
oo
n
b
Aa
2
1
Qd
7ι
nb
nb
R
d
pb
「b
4・
Aaqd
'
A
n
u
o
o
nb
勺
d
'
E
Q
J
hb
A‘
9Lqd
Fb
qd
nu
マ
'
qd
n
u
nb
'
a&
マ
'
ヲ
臼
マ

'
9
b
7
'
9
h
a
u
n
U
4・
a
u
t且

AT
マ
'
n
u
q
j
M
F
b
o
o
nuqb
守

JMFb

O
0
0
0
0
0
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
8
8
8
8
7
7
7
7
6
6
6
6
5
5
5
4
4
3
3
2
2
1
1
0
0
9
8
8
7
6
6
5
4
3
3
2
1
0
 

4
4
4
4
4
4
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3

3

3
3
3
3
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

2

2

2

 

R

-

一

-

一

-

-
e
-
o
-

-
-

一

e
-

一

一

-

-

一

-

一

-

-

-

一

一

-
-
e

・

-

-

-

-

-

-

-

-

-
-
-
-
-

-
-

e

p

nu
ハ
u
n
u
n
U
A
u
n
U
ハ
U
ハ
unυ
内
u
n
u
nu
内
u
n
u
nu
n
u
n
u
n
u
内
u
n
u
n
U

《

u
n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
n
υ
n
U
A
U
n
u
n
u
nu
A
u
n
u
n
U
A
u
nu
内
u
n
u
A
u
n
u
n
υ
n
u
内
u
n
u
n
u
n
U

4
4
0
1
6
1
5
6
4
8
1
2
3
6
0
6
5
6
9
3
8
4
0
7
4
2
0
0
2
6
2
0
0
4
9
8
0
5
3
5
0
0
4
3
8
9
6
1
3
5
7
9
4
2
5
6
 

4

4

5
6
7
9
0
1
2
2
3
3
3
3
4

4
5
6
7
9
0
2
4‘
5

7
9
1
3
5
7
0
3
6
9
2
6
1
5
0
5
1
7
3
0
7
5

4

4

4
5
7
0
5
1
8
7
 

2
4
2
4
4
4
4
4
5
5
5
5
5
5
5
8
5
5
5
5
5
8
6
6
6
6
6
6
7
7
7
7
8
8
8
8
9
9
0
0
1
1
2
2
3
4
4
5
6
7
8
9
0
2
3
5
6
8
 

p

・

-
-

-
-

e

-

一

-

-

一

'
-
e
-
-
-

-
-
-
φ

-
-
-

-
一

-

-
-

-
F

E

-
-

-

-
-

一

-

-

-

'

-

-

-

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
4・
4
4
4
4
4

7
9
9
5
4
8
9
7
5
5
7
3
3
5
0
7
5
3
2
0
8
7
7
9
3
9
8
0
6
4
7
2
2
5
3
5
1
3
1
5
5
3
0
5
1
7

4

5
0
0
7
3
9
9
4
9
 

6
8
0
2
3
3
3
3
3
3
3
4
5
6
8
9
1
3
5
7
8
0
2
4
7
9
2
6
9
3
7
2
7
2
8
4
1
8
6
4
3
3
4・
5
8
1
6
2
0
9
9
2
6
3
3
5

YE
A-ABrhd
Fb
pb
「
D
Fb
FD

戸

b
F
b
r
b

戸

hJ
pb
「
D
r
b
pb
F
O
P
O

戸

bFbaυ
マ
'
7
'
7
'
マ
'

マ
4
9
0
0
0
0
0
Q
u
a
d
nu
n
u
y
i
τ
ι
9
u
q
d
q
d
A
T
F
b

【

b
マ
'
O
O
Q
J
n
U
9ゐ
守

d
p
b
マ
'
o
o
n
u
守
d
F
b
o
o
'
a
d-

p

-

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
4
4
4
4
4
4
5
5
5
5
6
6
 

0
0
1
3
6
9
2
4
6
7
7
7
8
8
9
0
2
4
6
9
2
5
8
1
4
7
1
4
8
2
7
2
7
3
9
5
2
9
6
4
2
1
0
0
0
0
2
3
-
8
2
6
0
6
2
耳

n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
-
-
E
t
E
E
'
1
1且

E
E
'
a
1
ι
t
t
ヲ
白
う
白
ヲ

u
ヲ

U
9
u
q
d
q
d
q
J
4・
A‘
必
屯

Fb
Fb
p
b
p
O
F
b
ヴ
'
マ

4
0
0
g
u
Q
d
n
u
n
u
zA
9
i
u
q
u
A‘
FbGU
マ
4
9
0
0
d
nu
TA
ワ

U
4
a
p
b
ヴ
'
o
o
n
υ
1・

r
1
1
1・
T
L
T』

'I
1・
3h
E
a
l-
-A
'
t
1
6
-且

y
t
--
司
自

1a
'
1
1み

T
A
'
a
YA
-
-
1・
-
a
TA
-
-
y
t
'
IB
I'
t
a
'
A
E
A
'
E
y
a
'
t
ヲ白

96
q
L
ワ
白
ヲ
臼
ワ

uqhqι

9h
q
L
9白
勺
、

u
qd
qd
qd
qu
守
d
守
d
d‘ぺ

-
e
-

-
-

一

-

-

-

-

一
一

-

一

-
-

-

-

-

-

-

-

F

E
-
-

一

，

-

-

-

-

-

-

-

-

F

・

E
a
-
-
-

AUnunυ
内
U
内
u
n
u
n
υ
n
u
n
u
n
U
A
U
n
u
n
u
n
υ
内
U
A
U
nυ
内
U
nU
内
U
n
υ
n
U
内
U
内
U
内
u

第4表


	001_01
	001_02
	002_01
	002_02
	003_01
	003_02
	004_01
	004_02
	005_01
	005_02
	006_01
	006_02
	007_01
	007_02
	008_01
	008_02
	009_01
	009_02
	010_01
	010_02
	011_01
	011_02
	012_01
	012_02
	013_01

